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岡谷市小中学校情報機器等整備計画 

令和７年２月４日 

岡谷市教育委員会 

１．計画策定の趣旨 

  国の GIGA スクール構想に基づき、令和２年度で各校に整備した第１期の

１人１台端末が導入から４年目を迎え、経年により更新期を迎えています。 

本計画は、次期 GIGA 端末（GIGA 第２期）の計画的な更新及び校内ネット

ワーク環境の課題等に対応するため、令和６年４月に文部科学省から示された

「公立学校情報機器整備事業に係る各種計画の策定要領」に基づく計画として

策定するものです。 

 

２．計画の位置づけ 

 本計画は、「学校教育の情報化の推進に関する法律」の趣旨に添った学校の

ICT 化を進めるとともに、ＧＩＧＡ第２期として整備を行う端末の国補助金の

申請要件に合わせた、本市の個別計画として策定します。 

 

３．計画期間 

 令和６年度から令和１０年度までの 5 年間とします。（国策定要領に準ずる） 

 

４．計画の骨子 

 本計画は、令和２年度に策定した「岡谷市小中学校ＩＣＴ環境整備計画」を継

承しつつ、国の策定要領に基づき、市の計画に盛り込むことが必要とされている

事項として、「端末整備・更新計画」、「ネットワーク整備計画」、「校務ＤＸ計画」、

「１人１台端末の利活用に係る計画」の４つの項目に基づき調整しています。 

 

５．現在の学校情報機器と更新台数 

 本計画において対象とする学校情報機器等は、市内小中学校に配備している

教職員用パソコン及び児童生徒用１人１台端末並びに校内ネットワークであり、

このうち学校の情報機器の更新前後の数量は、次のとおり計画しています。 

 

 

 

  

令和６年度現在

本計画による情報機器更新後（GIGA第２期端末を含む）

教職員用パソコン 440台（事務室、職員室、図書室）

パソコン室 381台（児童生徒用）

教員タブ（児童共用）484台（R元 導入タブレット）

学習者用端末 3,556台（R2 １人１台端末）

教職員用パソコン 419台（事務室、職員室、図書室）

学習者用端末 3,422台（１人１台端末+予備機）

指導者用端末 230台（児童生徒用と同機種タブ）
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６．端末整備・更新計画 

 国の策定要領に基づき、GIGA 第２期端末の更新に関する計画を定めます。 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

① 児童生徒数 3,045 人 2,976 人 2,882 人 2,822 人 2､746 人 

② 予備機を含む 

整備上限台数 
0 台 3,422 台 0 台 0 台 0 台 

③ 整備台数 

（予備機除く） 
0 台 2,976 台 0 台 0 台 0 台 

④ ③のうち 

基金事業によるもの 
0 台 2,976 台 0 台 0 台 0 台 

⑤ 累積更新比率 0％ 100％ 0％ 0％ 0％ 

⑥ 予備機整備台数 0 台 446 台 0 台 0 台 0 台 

⑦ ⑥のうち 

基金事業によるもの 
0 台 446 台 0 台 0 台 0 台 

⑧ 予備機整備率 0％ 15% 0％ 0％ 0％ 

（端末整備・更新計画の考え方） 

 ＧＩＧＡ第２期端末は、令和７年度において調達を進め、令和８年度から本格運

用を開始します。更新端末は５年間のリース契約により予算の平準化を図るほか、

後年度の財政負担抑制に向け、リース期間満了後も継続使用が可能な場合は、リー

ス契約の延長を検討します。 

 

（更新対象端末のリユース、リサイクル、処分について） 

令和２年度に導入した第１期端末（3,556 台）の内、他の公共施設等で活用する

機器については、市職員がデータ消去及びＯＳ更新作業等を行います。再利用でき

ない機器は、小型家電リサイクル法の認定業者に処分の上、再資源化等を図ります。 

 ○対象台数：3,556 台 

 ○処分方法 

  ・使用済み端末を他の公共施設等で再利用 1５0 台（保育士、学童職員用等） 

  ・小型家電リサイクル法認定業者に処分し再利用、再資源化  3,406 台 

 ○端末データの消去方法 

  ・自治体職員による対応、業者による対応 

 ○スケジュール（予定） 

  令和７年１１月頃  処分事業者選定 

  令和８年１月頃   第２期端末調達 

  令和８年４月以降  使用済端末の業者処分 

 ○その他特記事項 
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７．ネットワーク整備計画 

 令和２年度に実施した教育用ネットワーク整備により、各校の普通教室、特別

教室等は Wi-Fi により１人１台端末に接続できる環境を構築しています。 

 学習者用端末の活用が進み、大勢での同時接続や動画・画像教材等の調べ学習

の機会の増加等により、各校の通信速度の遅延等が発生しているため、通信速度

を強化する必要があります。 

【教育用ネットワーク環境（令和６年度現在）】 

【各校のネットワーク速度と目標値】 

 なお、教育用ネットワークの上位回線に関しては、通信事業者が令和７年度よ

り現行の 4Gbps から 10Gbps に強化する予定です。 

 

【必要なネットワーク速度が確保できている学校数】 

令和６年度 現在  ０校 （総学校数に占める割合   ０％） 

  令和８年度 目標 １１校 （総学校数に占める割合  100％） 

 

【必要なネットワーク速度の確保に向けたスケジュール】 

 令和６年度のネットワークアセスメント調査により特定された課題について、

上位回線の回線強化による効果を踏まえた上で、令和７年度中に対応策を検討

し、校内ネットワーク環境の改善が必要な学校については、令和８年度で各校の

規模に応じた国の推奨帯域を目標に校内ネットワーク環境の整備を行います。 

 

インターネット

教育用

NWシステム

5市町村

学校 学校

校内

ｻｰﾊﾞｰ市内 小中学校

教職員PC・PC室

児童生徒用端末

小中学校 教育用ネットワーク環境

令和６年度 2024年度現在

プリンター等

教職員用パソコン 440台（事務室、職員室、図書室）

パソコン室 381台（児童生徒用）

教員タブ（児童共用）484台（R元 導入タブレット）

学習者用端末 3,556台（R2 １人１台端末）

小学校ネットワーク速度と目標値 中学校ネットワーク速度と目標値

川岸小 300名 189 Mbps 422 Mbps 西部中 154名 181 Mbps 323 Mbps

神明小 313名 193 Mbps 422 Mbps 北部中 275名 168 Mbps 408 Mbps

小井川小 271名 182 Mbps 408 Mbps 南部中 214名 120 Mbps 395 Mbps

岡谷田中小 340名 197 Mbps 437 Mbps 東部中 421名 170 Mbps 482 Mbps

湊小 78名 136 Mbps 161 Mbps 160 Mbps 402 Mbps

長地小 512名 176 Mbps 511 Mbps

上の原小 167名 205 Mbps 323 Mbps

183 Mbps 383 Mbps 171 Mbps 393 Mbps

簡易検査（R6.6～7月実施）

校名 児童数 簡易検査結果
国推奨帯域
（目標値）

校名 児童数 簡易検査結果
国推奨帯域
（目標値）

小学校　平均値

中学校　平均値

小中学校　平均値
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校内

ｻｰﾊﾞｰ

教職員PC・PC室

児童生徒用端末プリンター等

【更改後】

教職員PC 児童生徒用端末

ｻ ｰ ﾊﾞｰ

プリンター等

フルクラウド化

市内 小中学校

市内 小中学校

８．校務ＤＸ計画 

（１）統合型校務支援システムの導入 

市内小中学校の現行の校務支援システムは、令和元年度の更新で独自に導入

したもので、令和７年度において次のシステム更改を予定しています。 

現在、県内では、長野県が共通の統合型校務支援システムへの移行を推進して

おり、次のシステム更改に合わせ、県内市町村で導入が進む県の統合型校務支援

システム「Ｃ４ｔｈ」の導入を図ります。 

 この統合型校務支援システムの導入により、「学籍・名簿管理」、「出席管理」、

「成績管理」、「保健管理」、「学校運営・教育計画」等の校務のデジタル化や効率

化を進め、他地域と共通のシステムとすることで教職員の異動時の負担軽減等、

教職員の働き方改革を推進します。 

 

（２）教職員用パソコンのフルクラウド化 

 令和６年度現在、教職員が使用しているパソコンは、校内サーバーから有線で

接続しているため、サーバーの記録容量の制約や職員室や教室等限定した場所

でしかネットワークに接続できない不便さ等、機動力の面で課題がありました。 

 このため、令和７年度のシステム更改に合わせ、教職員用パソコンについては、

有線接続方式から無線化しネットワーク上のサーバーに接続するフルクラウド

化を図り、教職員用パソコンの利便性を高め、仕事の仕方の変革や効率化を推進

します。 

 

 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）その他の校務ＤＸ 

校内ネットワーク環境の強化を図ることで、学校間の Web 会議や遠隔授業の

実施、教職員や児童生徒の交流機会の創出等、情報機器の利便性を活かした取組

を推進します。 

 そのほか、保護者等への連絡用ツールとして導入済みの通信アプリの更なる

活用や出退勤管理システムの運用、学校ＦＡＸ、押印廃止等により校務のＩＣＴ

化、ペーパーレス化を推進します。 

令和６年度(現在) 

令和７年度(予定) 
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９．１人１台端末の利活用に係る計画 

（１）１人１台端末第１期の総括及びめざす学びの姿 

「全国学力・学習状況調査」の質問紙調査において、「毎日又は週３回以上パ

ソコンや端末を活用した」と答えた児童生徒が年々増えており、日々の授業の中

での端末等の活用が進んでいます。 

 

 

 

 

【１人１台端末をはじめとする ICT 環境によって実現をめざす学びの姿】 

今後も１人１台端末が児童生徒の個別最適な学びと協働的な学びのツールと

して、安全で有効に活用できる環境づくりを進める必要があります。 

 

（２）利活用に関する計画 

○授業等における情報機器等の活用 

・自分の考えを表現し、まとめ、伝えることのできるよう、１人１台端末を

積極的に活用し、児童生徒の情報活用能力を高めます。 

・学習指導要領に基づき、各教科で情報機器を用いた効果的な学習を促進す

るほか、プログラミング的思考を育むプログラミング教育や生成 AI の活用、

学習者用デジタル教科書の段階的導入などに対応します。 

・悩みや困り事など、１人１台端末により気軽に相談できる環境を整えます。 

・教職員の情報機器活用による授業改善を促進し、教育の質を高めます。 

○放課後、家庭学習における情報機器の活用 

  ・小中学校で導入している学習支援ソフトを、放課後の子ども未来塾等で積

極的に活用し、学習習慣の定着や学力向上を推進します。 

  ・感染症の拡大等に伴う学級閉鎖等、必要に応じて学習動画の配信や遠隔授

業等を検討し、児童生徒の学びを継続します。 

  ・長期欠席など、支援が必要な児童生徒に対して、情報機器を活用して誰一

人取り残されない多様な学びの環境づくりを推進します。 

○情報セキュリティー対策の強化 

  ・国の「教育情報セキュリティーポリシーに関するガイドライン」に準拠し、

学校の情報セキュリティー対策を推進するとともに、安全な情報管理を徹

底し、教職員等への各種研修等を充実します。 

  ・家庭における情報機器を活用した学習機会の充実に向け、家庭における情

報セキュリティーの周知啓発を図ります。 

○情報リテラシー、情報モラル教育の推進 

 ・学校において、情報機器を適切に活用できる基礎的な知識や技能等を習得

できるよう、情報リテラシー教育を推進するほか、児童生徒や保護者、教職

員に向けた情報モラル教育の一層の推進を図ります。 

全国学力・学習状況調査
における質問紙調査項目

種別 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

小学校 28.3 40.2 44.7 67.0

中学校 23.6 25.7 30.7 58.0

授業でＰＣ・端末を毎日又は
週３日以上活用したと答えた
児童生徒の割合（％）


